
３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）

No 款 所管課
新規
の別 事業名

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比較増減
国県

支出金
地方債 その他 事業内容

1 議会費
議会事務
局

議員研修事業費 1,243 1,383 △ 140 0 0 0 1,243
　議会運営委員会や各常任委員会等が、所管事務について、他自治体の先進事例の視察研修・意見交換を行います。また、各種
研修を受講することで、まちづくりの参考とします。

2 議会費
議会事務
局

日常調査事業費 342 349 △ 7 0 0 0 342
　各議員が視察研修を行ったり、町が抱える課題について勉強会を行うなど、議会の活性化や議員の資質を高めるため、積極的
に活動します。

3 議会費
議会事務
局

議会報告会事業費 22 40 △ 18 0 0 0 22
　行政区や各種団体からの要請を受けて、出前方式で議会報告会を行います。地域課題についてお話を伺い、内容を検討し、町
へ提言します。
　■実施月：４月、７月、11月、２月

4 議会費
議会事務
局

議会だより発行費 2,079 2,111 △ 32 0 0 0 2,079

　議員自らが編集して「議会だより」を発行します。議会定例会での審議内容や結果、議員活動状況、地域の話題についてお知
らせします。
　■発行回数：年４回
　■発行部数：１万部

5 総務費 総務課
ふるさと納税奨励事業
費

1,754 2,656 △ 902 0 0 0 1,754 　ふるさと納税による寄付者に対し、お礼として町の特産品を送付します。

6 総務費 総務課 職員研修費 1,620 1,621 △ 1 0 0 0 1,620 　社会の変化や町民の皆さんのニーズに柔軟に対応できる職員の育成を目的として各種研修を実施します。

7 総務費 総務課 公用車更新費 4,060 2,468 1,592 0 0 0 4,060 　13年以上使用している公用車を対象に、計画的に更新を行います。

8 総務費 総務課 ◎
公共施設等総合管理計
画個別計画策定事業費

16,929 0 16,929 0 0 0 16,929
　町が所有する公共施設等の個別の状況を把握するとともに、本町を取り巻く現状や将来の見通しを分析し、その結果を踏まえ
た公共施設等の管理の基本的な方針を定めるための計画を策定します。

9 総務費 企画課 計画推進事業費 1,748 6,759 △ 5,011 0 0 0 1,748 　町政運営の基本的な方向を総合的に示す地域経営計画の後期計画を策定します。

10 総務費 企画課 ☆ 移住支援金交付事業費 5,000 3,000 2,000 3,750 0 0 1,250
　町内への移住・定住の促進及び中小企業等における人手不足対策のため、東京圏から町内に移住して就業又は起業した方に対
し、移住支援金を支給します。
　■移住支援金：世帯100万円、単身60万円

11 総務費 企画課 ☆ 広報たかねざわ発行費 5,625 5,785 △ 160 0 0 120 5,505

　広報紙「広報たかねざわ」を毎月１回発行します。町の事業や制度、町内で開催されるイベントや地域の話題など、さまざま
な情報を町民の皆さんにお知らせします。
　■発行日：毎月１日
　■発行部数：１万部

12 総務費 企画課 ☆ 情報発信事業費 1,575 1,562 13 0 0 120 1,455   町のウェブサイトと、とちぎテレビデータ放送を利用して、町の情報を発信します。

13 総務費
地域安全
課

交通安全組織育成費 500 500 0 0 0 0 500
　子どもや高齢者、交通弱者を交通事故から守るため、各種団体や関係組織と連携し、交通安全運動を行います。
　■連携団体：交通安全協会、子どもの交通安全を守る会、交通指導員会　等

14 総務費
地域安全
課

〇
交通安全意識醸成事業
費

320 150 170 0 0 0 320
　高齢で運転免許証を自主返納した方に、たんたん号の回数券を交付します。また、高齢者ドライバーの交通事故を予防するた
め、自家用車に踏み間違い防止機器を設置する費用の補助をスタートします。さらに、警察署の協力のもと、自転車安全運転教
室を開催します。

15 総務費
地域安全
課

人にやさしいユニバー
サルデザインタクシー
整備事業費補助金

300 300 0 0 0 0 300
　障害の有無や年齢等にかかわらず気軽に移動できる公共交通利用環境を整備するため、ユニバーサルデザインタクシーを導入
するタクシー事業者に対し補助を行います。

16 総務費
地域安全
課

〇
デマンドバス運行事業
費

32,998 29,521 3,477 0 0 0 32,998
　町民の皆さんの身近な交通手段となる、デマンドバス「たんたん号」を運行します。
　運行台数を１台増やし、５台体制で運行することで混雑緩和につなげます。

17 総務費
地域安全
課

自主防犯組織育成費 700 700 0 0 0 0 700
　自主防犯団体協議会を活用し、防犯に関する情報を共有し犯罪防止に取り組みます。小中学生の登下校の見守り、巡回活動を
行います。

18 総務費
地域安全
課

特殊詐欺等被害防止対
策機器設置補助事業費

90 0 90 0 0 0 90
　特殊詐欺等の被害防止を促進するため、電話機に対策機器等を取付ける費用を補助します。
　■上限額：３千円/件

当初予算の財源内訳

特定財源当初予算編成経過

一般
財源
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一般
財源

19 総務費 総務課
自治総合センターコ
ミュニティ助成事業費

5,700 6,100 △ 400 0 0 5,700 0
　（一財）自治総合センターの一般コミュニティ助成事業により、地域コミュニティ活動に必要な備品等の整備の助成を行いま
す。

20 総務費 総務課 集会施設整備事業費 5,000 15,000 △ 10,000 0 0 0 5,000 　地域の活動拠点である集会施設の改修に係る助成を行い、地域コミュニティの活性化を図ります。

21 総務費 住民課 コンビニ交付事業費 4,394 3,564 830 0 0 0 4,394
　行政サービス機能を持つマルチコピー機が設置されたコンビニ店において、マイナンバーカードを利用し、住民票の写しと印
鑑登録証明書の交付を行います。

22 総務費
監査委員
事務局

監査事務研修費 48 47 1 0 0 0 48 　監査委員及び書記を対象とした研修会等に参加し、監査業務に関する情報の収集と専門知識を習得します。

23 民生費
健康福祉
課

ＤＶ被害者対策推進事
業費

300 300 0 0 0 0 300
　ＤＶ（配偶者暴力）被害者対策の一環として、役場以外での相談・支援窓口を開設します。ご相談等は、認定ＮＰＯ法人ウイ
メンズハウスとちぎが受け付けます。

24 民生費
健康福祉
課

要援護者支援事業費 309 4,259 △ 3,950 0 0 0 309 　災害時の要援護者用の支援物資を備蓄したり、高齢者世帯等の家具の転倒防止器具などの取付けを支援します。

25 民生費
健康福祉
課

地域力強化推進事業費 3,871 3,887 △ 16 2,903 0 0 968
　「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業」は国のモデル事業です。地域生活課題を把握し、制度のはざまにあ
る困りごとの解決を図る体制の整備を目的としたボランティアセンターの設置運営を「社会福祉法人　高根沢町社会福祉協議
会」に委託します。

26 民生費
健康福祉
課

多機関の協働による包
括的支援体制構築事業
費

1,455 1,925 △ 470 1,091 0 0 364
　「地域力強化推進事業」と一体的に行う国のモデル事業です。複合的な課題を持つ相談を必要な支援に繋ぐため、福祉相談支
援システムを運用し、町内で連携を図るための体制を作ります。

27 民生費
健康福祉
課

特定疾患者見舞金 1,310 1,310 0 0 0 0 1,310
　県が指定する難病（特定疾患）患者等の方に対して見舞金を支給し、経済的負担の軽減を図るとともに家族の労苦を見舞いま
す。
　■支給内容：見舞金額　年間１万円（10月申請、12月支給）

28 民生費
健康福祉
課

自立支援協議会運営事
業費

3,948 100 3,848 0 0 0 3,948
　障害福祉に関する地域課題やその対応策について検討し、相談支援体制に関する協議を行います。また、障害者元気プラン
（障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画）の見直しを行います。

29 民生費
健康福祉
課

地域活動支援事業費 16,768 18,038 △ 1,270 11,899 0 0 4,869 　障害者総合自立支援法に基づき、障害者の方の地域での生活を支援します。

30 民生費
健康福祉
課

障害者地域生活相談支
援事業費

16,190 16,190 0 640 0 0 15,550
　相談業務を担当するコーディネーターを配置し、本人や家族等からの相談をはじめ、在宅福祉サービスの情報提供、社会資源
（事業者、施設、専門機関等）の紹介、ケアマネジメントによる支援計画の作成などを行います。

31 民生費
健康福祉
課

軽度・中等度難聴児補
聴器購入費等助成事業
費

177 177 0 88 0 0 89 　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に対して、補聴器購入・修理費用の一部を助成します。

32 民生費
健康福祉
課

ひきこもりサポーター
派遣事業費

31 31 0 30 0 0 1
　ひきこもりなどの悩みや困難を抱える子ども若者とそのご家族の方を総合的に支援する、ひきこもりサポーターが該当者宅を
訪問する際の経費を負担します。

33 民生費
健康福祉
課

障害者虐待防止事業費 404 404 0 0 0 0 404
　虐待により障害者の生命や身体に関わる危険性が高く、放置しておくと重大な結果を招く恐れがある場合、緊急に居室を確保
するため、施設へ一時保護の要請を行います。

34 民生費
健康福祉
課

医療的ケア児短期入所
受入促進事業費

200 400 △ 200 100 0 0 100
　医療的支援が必要な児童が安心して生活できる環境づくりを推進するため、短期入所を行う社会福祉法人等に対して医療的ケ
ア児の受入れに要する経費の助成を行います。
　受入１日当たりの上限は２万円、医療的ケア児１人当たりの１年度の利用日数は10日以内です。

35 民生費
健康福祉
課

◎
要支援者等外出支援事
業費

500 0 500 0 0 0 500 　福祉有償運送の利用者に対して利用料の一部を助成することで、外出を支援し社会参加の促進や福祉の増進等を図ります。

36 民生費
健康福祉
課

障害福祉サービス費支
給事業費

515,983 475,185 40,798 386,986 0 0 128,997
　障害者総合支援法による身体・知的・精神障害、難病等の方への地域生活を支援する施策のひとつとして、介護給付と訓練等
給付サービスを提供します。自己負担は原則１割です。

37 民生費
健康福祉
課

補装具費支給事業費 6,015 6,950 △ 935 4,510 0 0 1,505
　身体障害・難病等の方に対し、医師の意見書及び判定等に基づき、補装具の購入や修理にかかる費用の一部を支給します。自
己負担は原則１割です。

38 民生費
健康福祉
課

自立支援医療費支給事
業費

33,057 30,087 2,970 24,747 0 0 8,310
　身体障害者の方が指定医療機関を受診する際、所定の疾患（治療）の窓口負担がない方法で助成し、経済的負担の軽減を図り
ます。自己負担は原則１割です。
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39 民生費
健康福祉
課

障害支援区分認定等事
業費

3,892 3,682 210 0 0 0 3,892
　障害福祉サービスの利用を希望する障害者の方に対して、調査員が認定調査を行い、認定審査会が調査結果と医師の意見書に
基づいて障害支援区分を判定します。

40 民生費
健康福祉
課

育成医療費助成事業費 805 805 0 603 0 0 202
　身体に障害のある18歳未満の児童又は疾患を放置すると障害を残すと認められる児童で、確実な治療効果が期待できる方が指
定医療機関で治療を受ける際の医療費を助成します。
　自己負担の上限は、原則１レセプト500円です。

41 民生費
健康福祉
課

重度心身障害者医療費
助成事業費

38,000 39,300 △ 1,300 19,000 0 0 19,000

　重度心身障害者の方が医療機関を受診する際に、支払った自己負担の一部を助成し経済的負担の軽減を図ります。自己負担
（１レセプト上限500円）を控除した額を支給します。
　薬局は１レセプト上限500円の控除はありません。また、市町村民税非課税世帯の方も１レセプト上限500円の控除はありませ
ん。

42 民生費
健康福祉
課

老人施設入所措置事業
費

7,186 4,884 2,302 0 0 835 6,351

　家族等扶養義務者の虐待・放置等により生命の危険にさらされている高齢者や、経済的に困窮している高齢者を養護老人ホー
ム等に入所措置し、生命の危険を回避し安全を確保します。
　措置費用は町が支出し、町は高齢者及び扶養義務者の所得に応じて負担金を徴収します。
　なお、入所にあたっては入所判定委員会において入所の妥当性を検討し決定します。

43 民生費
健康福祉
課

緊急通報装置貸付事業
費

6,752 6,691 61 0 0 0 6,752

　ひとり暮らしの高齢者宅等に緊急通報装置を設置し、急病や事故などの緊急時における迅速な対応を行います。設置費及び利
用料は町が負担します。
　利用者が、急病等になったときにボタンを押すと町が契約している警備会社の警備員が急行し対処します。
　また、電話のないひとり暮らしの生活保護受給高齢者等に対しては、福祉電話を貸与します。（基本料金や通話料金は自己負
担になります。）

44 民生費
健康福祉
課

低所得者利用者負担対
策事業費

96 96 0 72 0 0 24
　低所得で生計が困難である方に対して、介護サービスの提供を行う社会福祉法人等が利用者負担を軽減することで介護サービ
スの利用促進を図ります。社会福祉法人等が軽減した額の２分の１を町が負担します。
　介護サービス利用者負担額（１割）・食費・居住費の４分の１を減免し、その減免額の２分の１を町が負担します。

45 民生費
健康福祉
課

認知症徘徊高齢者探索
機器貸与事業費

31 29 2 0 0 0 31
　徘徊が見られる認知症高齢者を介護している方に、ＧＰＳを利用した位置探索機器を貸し出し、徘徊高齢者の早期発見につな
げ、介護をしている家族の負担軽減を図ります。

46 民生費
健康福祉
課

シルバー人材センター
補助事業費

6,000 6,300 △ 300 0 0 6,000 0
　高齢者自身が生涯現役で、できる限り健康で自立した生活を送るためには、地域で共に働き、共に助け合うことが大切です。
そのために地域貢献をしながら就業機会を確保し、高齢者自身の所得につながるよう、シルバー人材センターを支援します。

47 民生費
健康福祉
課

ご長寿祝福事業費 2,153 7,280 △ 5,127 0 0 2,000 153
　敬老会事業の内容を一部変更し、「ご長寿祝福事業費」及び「高齢者外出支援事業」を行います。
　95歳、100歳に到達した方に記念品を贈呈することで、高齢者の長寿を祝い、敬老の意を表します。

48 民生費
健康福祉
課

◎ 高齢者外出支援事業費 2,633 0 2,633 0 0 0 2,633 　80歳以上の方のデマンド交通「たんたん号」の利用料を無料とすることで、高齢者の買い物や通院などの外出を支援します。

49 民生費
健康福祉
課

戦没者追悼式事業費 90 95 △ 5 0 0 0 90 　戦争で亡くなった方のご冥福を祈ると共に、恒久の平和を願って戦没者追悼式を開催します。

50 民生費
健康福祉
課

福祉センター指定管理
委託事業費

5,152 1,279 3,873 0 0 280 4,872
　福祉センターの指定管理を「社会福祉法人　高根沢町社会福祉協議会」に委託します。また、拠点福祉避難所として災害時要
援護者の実態把握及び台帳の整備を行います。
　■委託期間：令和２年４月から令和７年３月まで

51 民生費
健康福祉
課

介護保険特別会計繰出
金

341,016 304,537 36,479 9,205 0 0 331,811
　介護保険の財源は、給付費の半分を介護保険料で、残りの半分を国・県・町がそれぞれの負担割合で負担し運営しています。
その町の負担分（12.5％）と事務費を介護保険特別会計に繰出します。

52 民生費
健康福祉
課

福祉センター改修事業
費

2,000 0 2,000 0 0 0 2,000 　福祉センターの修繕等を行います。

53 民生費
健康福祉
課

◎
地域密着型特別養護老
人ホーム整備費補助事
業費

162,139 0 162,139 141,839 0 0 20,300 　介護保険事業計画に基づき、地域密着型特別養護老ホームを整備する法人に対し、事業の円滑な推進のため補助を行います。

54 民生費 住民課 高額医療対策事業費 2,000 2,000 0 0 0 2,000 0
　国民健康保険に加入している方が高額な医療費の支払に困ったときに、申請によって医療費の自己負担分を無利子で貸付けし
ます。
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３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）
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新規
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令和２年度
当初予算
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比較増減
国県
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特定財源当初予算編成経過

一般
財源

55 民生費 住民課
国民健康保険特別会計
繰出金

154,291 155,348 △ 1,057 98,864 0 0 55,427
　国民健康保険事業は、特別会計で行われています。国民健康保険特別会計に対し、事務費、出産育児一時金の３分の２相当分
及び保険基盤安定負担金を繰出します。
　保険基盤安定負担金は、国民健康保険税の低所得者軽減分等を国・県・町で補てんする制度です。

56 民生費 住民課
県後期高齢者医療広域
連合事業費

248,785 259,705 △ 10,920 0 0 0 248,785
　後期高齢者医療制度は、県内全市町が参加する「栃木県後期高齢者医療広域連合」が運営主体です。その広域連合の事務費分
及び医療給付費のうち、高根沢町相当分を負担金として支出します。

57 民生費 住民課
後期高齢者医療特別会
計繰出金

59,314 56,632 2,682 39,916 0 0 19,398
　後期高齢者医療事業は、特別会計で行われています。後期高齢医療特別会計に対し、保険料の賦課徴収や窓口事務にかかる経
費及び保険基盤安定負担金を繰出します。
　保険基盤安定負担金は、後期高齢者医療保険料の低所得者軽減分等を国・県・町で補てんする制度です。

58 民生費 住民課
後期高齢者人間ドック
等助成事業費

2,541 2,540 1 0 0 2,500 41
　潜在的な病気の早期発見を目的に人間ドック・脳ドックを受診する後期高齢者（75歳以上及び障害者認定を受けた65歳以上）
に対し、国民健康保険の制度に準じた助成を行います。

59 民生費
こどもみ
らい課

子ども・子育て会議事
業費

135 3,836 △ 3,701 0 0 0 135
　子ども・子育て会議を開催して、令和２年３月策定「第２期高根沢町子ども・子育て支援事業計画」の進捗状況について意見
を聴取し、今後の子育て支援事業の協議をします。

60 民生費
こどもみ
らい課

子育て支援センターれ
んげそう事業費

3,240 3,684 △ 444 1,940 0 40 1,260 　地域全体で子育て家庭を支援することを目的に、子育て家庭同士の交流促進や子育てサークル等への支援を行います。

61 民生費
こどもみ
らい課

ファミリーサポートセ
ンター事業費

2,704 2,758 △ 54 1,334 0 3 1,367
　ファミリーサポートセンターは、子育ての援助をしたい人と、子育ての援助を受けたい人がお互いに会員になって助け合い、
子どもたちの健やかな育ちを地域で支援していくための会員組織です。
　■実施場所：子育て支援センターれんげそう（にじいろ保育園内）

62 民生費
こどもみ
らい課

みんなのひろば指定管
理委託事業費

15,278 15,139 139 3,416 0 0 11,862
　児童館で実施する子育て支援事業をより良いものにすることを目的として、施設の管理者を指定し、民間委託する事業です。
「みんなのひろば」は、平成18（2006）年９月から指定管理者制度を導入しています。

63 民生費
こどもみ
らい課

きのこのもり指定管理
委託事業費

16,297 16,149 148 3,416 0 0 12,881
　児童館で実施する子育て支援事業をより良いものにすることを目的として、施設の管理者を指定し、民間委託する事業です。
「きのこのもり」は、平成18（2006）年９月から指定管理者制度を導入しています。

64 民生費
こどもみ
らい課

学童保育所指定管理委
託事業費

27,195 26,948 247 18,130 0 0 9,065
　児童館で実施する子育て支援事業をより良いものにすることを目的として、施設の管理者を指定し、民間委託する事業です。
「学童保育所」は、平成18（2006）年９月から指定管理者制度を導入しています。

65 民生費
こどもみ
らい課

障害児養育支援事業費 12,223 12,112 111 9,168 0 0 3,055
　「就学時デイサービス」として、特別支援学校等に通学する障害を持つ子どもたちを、放課後や長期休暇時に預かるなど、自
立の促進を支援するとともに、保護者の介護負担を軽減します。この事業は、児童館きのこのもりで実施しています。

66 民生費
こどもみ
らい課

特別保育事業費 78,068 45,196 32,872 35,832 0 237 41,999
　保護者の就労等により保育園に子どもを預ける家庭に対して、民間保育園等の延長保育事業などに対して助成する事業です。
通常の保育に加えて利用者の利便性を高めるための保育サービスを実施し、仕事と子育ての両立支援をサポートします。
　■実施内容：乳児保育、障害児保育、延長保育、一時保育、病後児保育（園によって、実施内容は異なります）

67 民生費
こどもみ
らい課

◎
児童福祉施設維持補修
事業費

3,000 5,500 △ 2,500 0 0 0 3,000 　子どもたちの生活環境に支障がないよう、保育園・児童館等児童福祉施設の危険箇所修繕及び補修を行います。

68 民生費
こどもみ
らい課

◎
のびのび保育園整備事
業費

30,663 0 30,663 0 0 0 30,663 　のびのび保育園の整備にかかる経費です。

69 民生費
こどもみ
らい課

◎
児童福祉施設整備事業
費

187,500 0 187,500 125,000 0 0 62,500 　民間保育園の新築・建替えなど、施設整備に係る補助事業です。

70 民生費
こどもみ
らい課

◎
みんなのひろば整備事
業費

8,920 0 8,920 0 0 0 8,920 　児童館みんなのひろばの駐車場雨水対策工事等を実施します。

71 民生費
こどもみ
らい課

要保護児童対策事業費 3,864 3,415 449 918 0 91 2,855
　こども相談員を配置し、育児支援を必要とする家庭からの相談を受けたり、訪問するなど育児不安を解消するためのお手伝い
や関係機関へのつなぎ役を担います。
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財源

72 民生費
こどもみ
らい課

児童手当給付費 454,500 455,000 △ 500 386,450 0 0 68,050

　次世代の社会を担う児童一人ひとりの成長を社会全体で応援する観点から、中学校卒業までの期間、子育てにかかる費用の一
部を定額で支給します。
　■支給方法：年３回（６・10・２月）
　　※それぞれ前月までの４ヵ月分を支給
　■支給内容：支給月額 ０～３歳未満：１万５千円（一律）
　　３歳～小学校終了前：１万円（第３子以降は１万５千円）
　　中学生：１万円（一律）
　　所得制限限度額以上：５千円

73 民生費
こどもみ
らい課

遺児手当給付費 324 270 54 133 0 0 191

　父母の一方または両方が死亡した児童（義務教育終了前）を養育している方に、児童の健全育成や経済的な負担軽減のために
定額を支給します。
　■支給方法：年４回（６・９・12・３月）　※それぞれ前月までの３ヵ月分を支給
　■支給内容：１人あたり　月額３千円

74 民生費
こどもみ
らい課

● こども医療費助成費 135,600 135,455 145 37,100 0 0 98,500
　子育てにかかる経済的負担の軽減を目的として、18歳までのお子さんにかかる医療費（保険適用分）と、入院時食事療養費
（標準額）を助成します。栃木県内の医療機関窓口での支払いはありません。
　なお、栃木県外の医療機関については、窓口で支払った医療費を後日申請していただくことで自己負担分を支給します。

75 民生費
こどもみ
らい課

妊産婦医療費助成費 6,500 6,000 500 3,250 0 0 3,250
　妊産婦の経済的負担の軽減を目的として、妊娠届が受理された月の初日から出産した日の翌月分までの妊産婦にかかる医療費
（保険適用分）を助成します。
　医療機関で支払った医療費を申請していただくことで、自己負担分（１レセプト上限500円を控除）を支給します。

76 民生費
こどもみ
らい課

ひとり親家庭医療費助
成費

6,500 7,000 △ 500 3,250 0 0 3,250
　母子及び父子家庭の経済的負担の軽減を目的として、ひとり親家庭の親と子（満18歳に到達した日以後の最初の３月31日ま
で）にかかる医療費（保険適用分）を助成します。
　医療機関で支払った医療費を申請していただくことで、自己負担分（１レセプト上限500円を控除）を支給します。

77 民生費
こどもみ
らい課

☆ 不妊治療費助成費 7,810 5,000 2,810 0 0 0 7,810

　不妊に悩む夫婦を支援するため、保険適用外の不妊治療費の一部を助成します。不妊治療費の負担額から、国や県の助成額を
差し引いた残額の２分の１を助成します。
　■助成内容：治療費の２分の１を通算で５年間（令和２年度から：初回治療開始時の年齢が35歳以下の
　　場合は10年間に拡充）。１年度につき限度額30万円（前年度の20万円から拡充）。

78 衛生費
保健セン
ター

●
妊婦一般健康診査事業
費

27,835 23,828 4,007 0 0 0 27,835

　妊娠中の健康診査に対して、14回分の公費負担を行います。定期的に健康診査を受診することにより、妊娠中を健やかに過ご
し安心して出産を迎えることができるように援助します。
　■実施内容：１回目２万円・２～７回目５千円・８回目１万１千円・９～10回目５千円・
　　　　　　　11回目９千円・12～14回目５千円を上限に助成

79 衛生費
保健セン
ター

◎
☆

産科誘致補助事業費 100,000 0 100,000 0 0 0 100,000
　安心して子どもを産み育てられる環境を整備するため、町内において分娩を取り扱う産科医院を開設する場合に、その経費の
一部を補助し、開設に向けての支援を行います。

80 衛生費
保健セン
ター

☆
●

産前産後サポート事業
費

6,204 8,402 △ 2,198 2,489 0 0 3,715
　子育て世代包括支援センター「NIKO♡NIKO子育て相談室」（保健センター内）で妊娠期からの切れ目のないサポートを行うた
め、相談、訪問事業、お母さんの産後２週間・産後１ヵ月健診、産後ケア、生活サポート等を実施します。

81 衛生費
保健セン
ター

●
産後一ヶ月児健診事業
費

1,456 1,555 △ 99 0 0 0 1,456 　乳児の健康の保持増進のため、１ヵ月を経過した赤ちゃんの健康診査を実施します。

82 衛生費
保健セン
ター

●
未熟児訪問指導・養育
医療費助成事業費

1,092 1,092 0 600 0 0 492
　低体重（2,500ｇ未満）で生まれた赤ちゃんがいる家庭へ助産師または保健師が訪問し、子育て支援に関する情報提供やアドバ
イスを行います。また、医師が入院療育を必要と認めた場合の医療費を助成します。

83 衛生費
保健セン
ター

● 赤ちゃん訪問事業費 1,237 988 249 602 0 0 635
　赤ちゃんが生まれた家庭へ助産師・保健師等が訪問します。赤ちゃんやお母さんの相談や、子育て支援に関する情報提供やア
ドバイスを行います。
　■実施内容：生後４ヵ月までの乳児のいる家庭への全戸訪問

84 衛生費
保健セン
ター

◎
☆
●

赤ちゃんの駅設置推進
事業費

132 0 132 0 0 0 132
　子育て世帯の外出支援と、地域で子育てを応援する環境をつくるため、授乳やおむつ替えができる施設を持つ事業者等に協力
していただき、施設名や場所がわかるように広報・周知します。
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85 衛生費
保健セン
ター

● 育児支援事業費 8,037 9,780 △ 1,743 90 0 0 7,947

　妊婦と、就学前の子とその親に寄り添った支援をするため、月齢に応じた健康診査や発達等の健康相談を行います。
　また、保健師・栄養士・歯科衛生士、言語聴覚士、心理相談員、保育士等によるアドバイスを行います。健診の結果、より詳
しい検査や指導が必要な場合は、医療機関や相談機関を紹介します。
　■実施内容：４ヵ月児・10ヵ月児・１歳６ヵ月児・２歳児・３歳児健診、育児相談、５歳児相
　　　　　　　談、こども相談、NIKO♡NIKOカフェ、離乳食教室、遊びの教室、１歳６ヵ月児・
　　　　　　　３歳児健診での心理相談・ことばの相談

86 衛生費
保健セン
ター

〇 予防接種事業費 89,483 78,450 11,033 0 0 0 89,483

　感染症のまん延予防のため、予防接種法に規定された予防接種や、法定外の予防接種を実施します。
　■実施内容：ロタウィルス、Ｂ型肝炎、４種混合、３種混合、２種混合、麻しん風しん混合、
　　　　　　　BCG、水痘、子宮頸がん、ヒブ、小児肺炎球菌、不活化ポリオ、日本脳炎、
　　　　　　　高齢者インフルエンザ、高齢者肺炎球菌、成人風しん抗体検査及び予防接種費用の
　　　　　　　一部助成

87 衛生費
保健セン
ター

インフルエンザ予防接
種事業費

3,332 5,710 △ 2,378 0 0 0 3,332 　生後６ヵ月から中学３年生までを対象にインフルエンザの予防接種にかかる費用の一部を助成します。

88 衛生費
保健セン
ター

健康診査事業費 38,708 41,409 △ 2,701 470 0 0 38,238
　健康増進法等に基づき各種健康診査を実施し、疾病の早期発見により重症化を防ぎます。
　また、がん検診推進事業として、一定の年齢の方を対象に無料で子宮頸がん検診、乳がん検診、大腸がん検診を実施します。
　■実施内容：集団健診20回／年

89 衛生費
保健セン
ター

● 生活習慣病予防事業費 2,097 2,063 34 464 0 101 1,532

　健康診査後の健康状態に応じて、生活習慣改善に向けた健康相談や教室を開催します。
　また、メタボリックシンドロームの原因となる内臓脂肪を蓄積させないため、運動と食生活に重点をおき、生活習慣改善の普
及啓発を行います。地域で教室や研修を開催する食生活改善推進員協議会へ、その活動費を補助します。
　■実施内容：すっきりスリム教室、エアロビクス教室、ボディチェンジスクール、栄養教室、
　　　　　　　栄養相談、健康相談

90 衛生費
保健セン
ター

骨髄移植ドナー支援事
業費

420 424 △ 4 210 0 0 210
　骨髄の提供者（ドナー）となった町民とドナーの勤務する事業所に、助成金を交付します。
　■１人２万円／１日、１事業所１万円／１日（最大７日間）

91 衛生費
保健セン
ター

自殺防止対策推進事業
費

30 129 △ 99 30 0 0 0 　自殺防止対策の一環として、心の健康づくりに関する啓発や教室等を実施します。

92 衛生費 環境課
犬猫の不妊去勢手術費
用助成事業費

600 260 340 0 0 0 600 　犬猫の無秩序な繁殖を抑制することを目的として、飼養者を対象に、不妊手術費・去勢手術費の一部を助成します。

93 衛生費 環境課
家庭用生ごみ処理機器
設置費補助事業費

145 145 0 0 0 0 145
　ごみの減量化と資源の有効活用を促進するため、家庭用生ごみ処理機器を設置した方に助成金を交付します。
　■実施内容：助成率　機械式１/２（上限１万円）、コンポスト容器２/３（上限５千円）容器を
　　　　　　　製作する材料費２/３（上限５千円）

94 衛生費
上下水道
課

浄化槽設置整備事業費 28,690 22,080 6,610 19,645 0 0 9,045

　生活環境の保全及び公衆衛生の向上のため、「公共下水道事業認可区域及び農業集落排水事業区域」以外の地域において、環
境配慮型合併処理浄化槽を設置する方に設置費用の一部を補助します。また、建築基準法第６条第１項の規定による確認を伴わ
ずに、単独処理浄化槽から環境配慮型合併処理浄化槽に転換する方に対して、宅内配管工事費用の一部を追加で補助します。必
ず工事着手前に申請してください。
　■補助限度額：５人槽332千円,７人槽414千円,10人槽548千円,宅内配管工事費300千円

95 衛生費
上下水道
課

水道事業会計出資金 16,620 19,586 △ 2,966 0 0 0 16,620 　水道事業の経営基盤の強化と安定化を図るために、一般会計から必要な資金を出資します。

96 衛生費 環境課 水質調査事業費 1,130 1,032 98 0 0 0 1,130
　町内の水質調査を実施します。
　■調査内容：一般河川２回/年、地下水１回/年、五行川４回/年（沿線市町と連携して実施）

97 衛生費 環境課 剪定枝等資源化事業費 308 480 △ 172 0 0 15 293
　可燃ごみの減量化や二酸化炭素の排出抑制を図るため、剪定枝を焼却せず破砕して自然に還元します。
　■実施内容：処理費用　10円/kg
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３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）

No 款 所管課
新規
の別 事業名

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比較増減
国県

支出金
地方債 その他 事業内容

当初予算の財源内訳

特定財源当初予算編成経過

一般
財源

98 衛生費 環境課
資源ごみリサイクル事
業費

520 520 0 0 0 0 520

　自主的な資源ごみ回収運動に協力した団体に対して報償金を交付します。
　■対象：町内の営利を目的としない団体（子ども会育成会、公民館、自治会等）
　■報償金額：ビールびん及び一升びん１本あたり５円、古紙１kgあたり３円、アルミ缶・
　　　　　　　鉄くず・古布等、売却した価格の30％

99 衛生費 環境課
エコ・ハウスたかねざ
わ指定管理委託事業費

16,982 15,781 1,201 0 0 5,000 11,982
　「エコ・ハウスたかねざわ」を環境学習やリサイクルの情報発信基地と位置付け、住民の方々に親しみやすい環境学習、各種
体験教室や講演会の開催・リサイクルショップの運営・情報の発信・学校への出前講座等を実施します。管理運営は、指定管理
者制度を導入し、ＮＰＯ法人ふるさと未来Ｓｏｕに委託しています。

100 衛生費 環境課 可燃ごみ収集事業費 62,532 59,640 2,892 0 0 37,890 24,642 　可燃ごみの収集袋購入及び収集運搬委託にかかる費用です。

101 衛生費 環境課 粗大ごみ収集事業費 792 785 7 0 0 240 552 　粗大ごみの戸別収集及び運搬委託にかかる費用です。

102 衛生費 環境課 資源ごみ回収事業費 16,984 16,950 34 0 0 105 16,879 　資源びん、缶・ガラス、不燃物の回収運搬委託にかかる費用です。

103 衛生費 環境課 動物死体収集事業費 832 832 0 0 0 0 832 　道路等に放置されている動物死体の収集運搬委託にかかる費用です。

104 衛生費 環境課 古紙回収事業費 17,127 14,573 2,554 0 0 3,606 13,521 　古紙の回収運搬委託にかかる費用です。

105 衛生費 環境課
ペットボトル回収事業
費

4,950 4,028 922 0 0 0 4,950 　ペットボトルの回収運搬委託にかかる費用です。

106 衛生費 環境課 不法投棄物収集事業費 1,129 1,130 △ 1 0 0 0 1,129 　不法投棄防止、美化キャンペーンや、不法投棄物の収集運搬委託にかかる費用です。

107 衛生費 環境課 ○
プラスチック回収再資
源化事業費

9,945 13,659 △ 3,714 0 0 0 9,945
　可燃ごみの減量化と廃棄物の資源化を目的として容器包装プラスチックを各ごみステーション及び拠点施設（エコ・ハウスた
かねざわ、役場）において回収するための費用です。令和元年度10月から一部行政区で先行実施していたものを、令和２年度か
ら、全町で実施します。

108 衛生費 環境課 みまもり収集事業費 1,764 1,560 204 0 0 0 1,764
　家庭ごみをごみステーションまで持ち出すことが困難な高齢者や障害者等を対象に、家庭ごみを戸別収集することにより、対
象者のごみ搬出に係る負担軽減と安否確認を行う費用です。

109 衛生費 環境課
小型家電リサイクル事
業費

585 816 △ 231 0 0 24 561 　家庭で使用済になった小型家電（電気・電池で動く製品）を回収し、運搬及び資源化するためにかかる費用です。

110 衛生費 環境課 ●
まち美化パートナー事
業費

400 400 0 0 0 0 400

　公共施設（道路や河川・公園等）の美化活動を実施する地域住民等による団体に、町が清掃活動に必要な物品の支給・貸与を
行います。
　これによって、地域への愛着とまち美化に対する住民意識の高揚を図り、町民・事業者と町との「協働によるまちづくり」を
推進することを目的としています。

111
農林水産業
費

産業課
認定農業者等育成確保
対策事業費

20 20 0 0 0 0 20
　農家戸数の減少や高齢化が加速する中、これからの町の農業を維持するために認定農業者の確保に努めます。
　農業者が町へ提出する「農業経営改善計画書」が、基準により適切であると認定されると農業経営において各種優遇制度が受
けられる認定農業者となれます。

112
農林水産業
費

産業課
農業人材力強化総合支
援事業費補助金

13,500 17,250 △ 3,750 13,500 0 0 0
　次世代を担う農業者となることを志向する青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、経営の不安定な就農初期段階の
青年就農者に対して最長５年間資金を交付します。
　■交付内容：上限額150万円/年。

113
農林水産業
費

産業課
機構集積協力金事業費
交付金

7,500 10,000 △ 2,500 7,500 0 0 0
　農地中間管理機構に農地を貸付け、農地集積に協力する方に対して機構集積協力金（経営転換協力金）を交付します。
　■交付内容：１万５千円/10a　上限額50万円/戸

114
農林水産業
費

産業課
地域農業マスタープラ
ン事業費

109 155 △ 46 107 0 0 2 　集落や地域が抱える人と農地の問題を一体的に解決するために「未来の設計図」となる「人・農地プラン」を作成します。

115
農林水産業
費

産業課
多面的機能支払交付金
事業費

3,000 2,974 26 2,265 0 0 735
　地域共同による農地・農業用施設等の資源の保全管理と農村環境の保全向上の取り組みを実施する活動組織に対し助成金を交
付します。
　■対象組織：中阿久津農地保全会
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３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）

No 款 所管課
新規
の別 事業名

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比較増減
国県

支出金
地方債 その他 事業内容

当初予算の財源内訳

特定財源当初予算編成経過

一般
財源

116
農林水産業
費

産業課
環境保全型農業直接支
払交付金

2,640 2,640 0 1,980 0 0 660
　化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活
動に取り組む組織に対し助成金を交付します。
　■交付単価：4,400円/10a

117
農林水産業
費

産業課
強い農業・担い手づく
り総合支援交付金

25,000 34,000 △ 9,000 25,000 0 0 0
　「人・農地プラン」に位置づけられた地域の中心となる経営体等が、農業用機械等を導入し経営改善・発展に取り組む活動を
支援します。

118
農林水産業
費

産業課 園芸振興事業費 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000
　認定新規就農者・新規就農者・新規作物導入者・栽培の拡大を図る農業者等が園芸用パイプハウス及び付帯設備を導入する場
合に、資材費の一部を補助します。

119
農林水産業
費

産業課 ●
農産物・加工品ブラン
ド化推進事業費

64 3,404 △ 3,340 0 0 0 64
　町産農産物を使用したローカルグルメ（高根沢ちゃんぽん、高根沢焼ちゃんぽん、お米のスイーツ・パン、高根沢ジェラー
ト）等の販売を通じて町産農産物の魅力発信を行います。

120
農林水産業
費

産業課 ◎
とちぎの星を核とした
農産物販売促進事業費

495 0 495 0 0 0 495 　大嘗祭で使用された高根沢町産のお米「とちぎの星」を中心に、農業体験を通した高根沢町産の農産物のＰＲを行います。

121
農林水産業
費

元気あっ
ぷ創生課

☆
道の駅たかねざわ元気
あっぷむら指定管理委
託事業費

44,000 47,237 △ 3,237 0 0 600 43,400 　「道の駅たかねざわ 元気あっぷむら」の効率的な管理・運営を行うため、指定管理者へ管理運営を委託します。

122
農林水産業
費

元気あっ
ぷ創生課

☆
道の駅たかねざわ元気
あっぷむら維持管理費

6,084 0 6,084 0 0 0 6,084
　特定建築物として指定されている施設の点検や、自然の森の赤松の防除（樹幹注入）のほか、緊急性の高い修繕等の必要が生
じた場に対応します。

123
農林水産業
費

元気あっ
ぷ創生課

〇
☆
●

道の駅たかねざわ元気
あっぷむら付加価値化
事業費

7,915 88,970 △ 81,055 3,932 0 0 3,983
　施設を東京圏の20～40代の若者層、ファミリー層に訴えかけ、知名度や魅力度の向上を図っていくために、例えば動画配信や
メディア取材誘致など、効果的なプロモーション活動を検証・実施します。

124
農林水産業
費

元気あっ
ぷ創生課

◎
道の駅たかねざわ元気
あっぷむらリニューア
ルオープン式典事業費

595 0 595 0 0 0 595
　オープン（令和２年４月予定）を祝い、新たな運営に向けた契機とするとともに、施設の認知度を高める機会として効果的に
活用するために、式典を実施します。

125
農林水産業
費

産業課
びれっじセンター運営
委員会助成事業費

705 1,225 △ 520 0 0 0 705 　専門技術員による土壌診断や、食育地産地消推進、農家の直売支援等を行う町内農産物ＰＲ事業を実施します。

126
農林水産業
費

産業課
畜産担い手育成総合事
業費

25,270 23,670 1,600 25,270 0 0 0 　酪農とちぎふれあい牧場において実施する草地整備等に対し、補助を行います。

127
農林水産業
費

産業課
水田農業確立対策室助
成事業費

9,200 9,200 0 0 0 0 9,200
　ＪＡと町が合同で組織を運営し、水田農業に関する情報を共有することにより、町の農業施策を強力に推進することを可能に
しています。また、農家の意見集約と情報伝達のために町農事組合長会を組織し、各集落に農事組合長・農政推進員を委嘱する
ことで、農業政策の普及啓発を行います。

128
農林水産業
費

産業課
経営所得安定対策直接
支払推進事業費

8,078 8,300 △ 222 8,078 0 0 0
　経営所得安定対策に関わる事務を円滑に進めるため、農業者の営農計画書の取りまとめ等を行う町農業再生協議会に事務経費
等を補助します。

129
農林水産業
費

産業課
土地改良施設改修整備
事業費

11,098 9,385 1,713 0 0 0 11,098
　安定した水資源の確保と災害を未然に防止するために、土地改良区が管理する施設の適正な改修事業等に対し、補助を行いま
す。

130
農林水産業
費

産業課 ◎
ため池ハザードマップ
作成事業費

2,200 0 2,200 2,200 0 0 0
　本町に防災重点ため池が１箇所あるため、緊急時における迅速な避難行動につなげる対策として、ハザードマップを作成しま
す。

131
農林水産業
費

都市整備
課

◎
大谷農村公園トイレ更
新事業費

5,663 0 5,663 0 0 0 5,663 　大谷農村公園の老朽化しているトイレを、水洗式に改修します。

132
農林水産業
費

産業課
とちぎの元気な森づく
り事業費

500 1,000 △ 500 500 0 0 0 　とちぎの元気な森づくり県民税を財源とした事業です。地域における「森づくり活動推進事業」を支援します。

133
農林水産業
費

産業課 ◎ 森林環境譲与税事業費 688 240 448 0 0 687 1
　森林環境譲与税を財源として、昨年度まで県民税を活用して実施していた、県産材を活用する「木の良さ普及啓発事業」や、
町内の里山を適正に管理する「地域で育み未来につなぐ里山整備事業」を支援します。

134 商工費 産業課
町中小企業融資振興対
策費

202,500 202,500 0 0 0 200,000 2,500

　町内中小企業向けの、運転資金又は設備資金を町内金融機関を通じて融資する制度です。
　■融資限度：１企業あたり運転資金２千万円・設備資金３千万円
　　　　　　　（ただし、貸付限度枠は町の預託金２億円の３倍で、総額６億円）
　■返済期間：３年～10年以内です。
　■取扱金融機関：㈱栃木銀行宝積寺支店・㈱足利銀行宝積寺支店・烏山信用金庫宝積寺支店
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135 商工費 産業課 商工会活動支援事業費 8,800 8,800 0 0 0 0 8,800
　町内商工業者の経営基盤の安定や後継者育成指導等、商工会指導員の活動を強化するための活動支援を行います。また、専門
的な商品を扱うなど、消費者に魅力ある商店街づくりや、商工会が行う各事業等を支援します。

136 商工費 産業課 産業育成事業費 11,000 11,000 0 0 0 0 11,000
　町内中小企業が、土地・建物・設備を新増設する際の費用や販路開拓を目的として展示会等に出展する際の出展料等を助成し
ます。

137 商工費 産業課
☆
●

創業支援事業費 7,127 6,719 408 0 0 0 7,127
　「創業支援事業計画」に基づきながら、町、商工会及び連携金融機関が一丸となって、町内において起業、創業を目指す方を
支援します。また、創業者に対し家賃の一部を補助します。

138 商工費 産業課
☆
●

クリエイターズ・デ
パートメント事業費

6,209 6,350 △ 141 0 0 630 5,579
　移住・定住・創業支援センター及びお試し創業施設（クリエイターズ・デパートメント）を運営し、移住・定住を検討してい
る方、創業を検討している方をサポートします。

139 商工費 産業課
☆
●

TAKANEZAWA ROCKSIDE
MARKET開催事業費

3,223 0 3,223 0 0 0 3,223
　20～40代の若者層、ファミリー層の交流人口を創出するため、訴求力の高いイベント「TAKANEZAWA ROCKSIDE MARKET」を開催
します。

140 商工費 産業課 企業立地促進事業費 376 252 124 0 0 32 344
　優良企業を積極的に誘致するため、企業立地に対して高根沢町独自の優遇制度により支援します。また、新たな企業が早期に
立地するように、あらゆる機会を通じて立地を考えている企業にＰＲを行います。

141 商工費 産業課 観光振興事業費 3,350 3,350 0 100 0 0 3,250
　町の観光事業の発展と産業経済の振興を図るため、関係機関と連携した観光資源のＰＲや異業種との連携・地域間交流を推進
する等、観光協会が行う事業を支援します。また、多くの町民が集い親しめる祭りを開催するため、交付金を交付します。
　■実施内容：町観光協会補助、たんたん祭り実施事業交付金等

142 商工費 産業課
消費生活センター事業
費

4,019 3,654 365 1,723 0 0 2,296
　専門の相談員が、消費生活全般に関する商品・サービス業務等への苦情や相談を受け付けます。また、消費者被害の未然防止
や拡大・再発防止、被害者の救済のため消費者教育・啓発や相談業務を行います。
　■相談業務：町産業課内の「消費生活センター（電話：675-3000）」で専門の相談員が対応します。

143 土木費
都市整備
課

飯室Ⅰ地区事業費 6,642 6,951 △ 309 4,966 0 0 1,676

　土地の所在・地番・地目・境界など所有者等の確認を行い、確認された境界杭を基に測量、面積計算を行い、地図（地籍図）
および簿冊（地籍簿）を作成します。
　■対象地区：大字飯室、上柏崎の各一部
　■実施面積：0.42㎢

144 土木費
都市整備
課

●
町道１０８号線舗装修
繕事業費

20,000 20,000 0 10,000 0 0 10,000

　安全で円滑な交通を確保するため、舗装の修繕を行います。
　■工事延長：120ｍ
　■工事場所：桑窪地内
　■実施時期：令和２年10月から令和３年３月

145 土木費
都市整備
課

橋梁修繕事業費 17,500 25,000 △ 7,500 0 0 0 17,500
　多くの方が日常生活を営む上で利用している橋梁を安全に使用できるよう、橋梁の点検を行います。
　■点検数：50橋
　■実施時期：令和２年６月から令和３年３月
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３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）

No 款 所管課
新規
の別 事業名

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比較増減
国県

支出金
地方債 その他 事業内容

当初予算の財源内訳

特定財源当初予算編成経過

一般
財源

146 土木費
都市整備
課

◎
●

４２１－７号橋架替更
新事業費

161,194 0 161,194 75,620 55,600 0 29,974

　橋梁の点検を実施した結果、修繕が必要であることが判明したため、架け替え工事を行います。
　■工事場所：平田地内（町道421号線）１橋
　■実施時期：令和２年11月から令和３年3月

147 土木費
都市整備
課

道普請事業費 3,000 3,000 0 0 0 3,000 0
　地域の方々が労力を出し合って未舗装道路をコンクリート舗装にします。
　舗装に必要な材料（砂利・型枠・生コンクリート・目地材等）および必要な重機等の借上げ料を町が負担します。

148 土木費
都市整備
課

●
町道１１９号線道路改
良事業費

4,000 7,369 △ 3,369 0 0 4,000 0

　町道119号線の跨線橋の架け替えや道路幅員の拡幅のため、用地の測量や調査などを進めます。

149 土木費
都市整備
課

雨水対策事業費 1,100 1,000 100 0 0 0 1,100 　市街地における雨水対策として、浸透槽などを設置します。

150 土木費
都市整備
課

交通安全施設整備事業
費

3,000 3,000 0 0 0 0 3,000 　交通事故を未然に防止するため、カーブミラーやガードレールを計画的に設置します。
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３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）

No 款 所管課
新規
の別 事業名

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比較増減
国県

支出金
地方債 その他 事業内容

当初予算の財源内訳

特定財源当初予算編成経過

一般
財源

151 土木費
都市整備
課

● 通学路安全対策事業費 2,077 1,023 1,054 0 0 0 2,077

　通学路合同点検の結果、危険と判断された箇所について、区画線や路肩整備など安全対策を実施します。

152 土木費
都市整備
課

景観推進事業費 116 115 1 0 0 25 91
　高根沢町らしい良好な景観の形成を図ることを目的とする景観条例に基づき、必要に応じて景観審議会を開催し、景観に関す
る様々な事例に対応します。町内で新しく建築物や工作物を建てたり、外観を変更したりするときは届出が必要です。

153 土木費
都市整備
課

●
宝積寺南通り整備事業
費

8,580 9,240 △ 660 0 0 6,000 2,580
　宝積寺駅西第一土地区画整理事業の進捗に伴い、区画整理地内（阿久津小学校南側）から国道４号線までの都市計画道路区間
の用地測量を行います。

154 土木費
都市整備
課

宝積寺西通り整備事業
費

2,640 9,900 △ 7,260 0 0 2,000 640 　宝積寺駅西第二地区の都市計画道路用地等に関する土地の権利者調査を行います。

155 土木費
上下水道
課

包括的業務委託事業費 11,000 10,900 100 0 0 0 11,000
　水道事業・下水道事業等の施設の運転管理や保守点検といった業務と、窓口・受付業務や水道メーター検針、料金収納等の業
務をまとめて委託することで、民間事業者の経営手法や専門的知識を活用し、サービスの向上や経営の効率化を図ります。

156 土木費
上下水道
課

下水道事業会計出資金 481,967 426,895 55,072 0 0 0 481,967 　下水道の早急な整備と下水道事業の経営の安定という２つの面を充足させるために、一般会計から必要な資金を出資します。

157 土木費
都市整備
課

◎
宝石台ふれあい公園ト
イレ更新事業費

9,200 0 9,200 0 0 0 9,200 　宝石台ふれあい公園の老朽化しているトイレを改修します。

158 土木費
都市整備
課

区画整理事業特別会計
繰出金

95,251 75,572 19,679 0 0 0 95,251 　測量、換地計画作成業務等、健全な区画整理事業運営のため、一般会計から特別会計に資金を繰出します。

159 土木費
都市整備
課

ちょっ蔵広場及び宝積
寺駅東西連絡通路指定
管理委託事業費

15,920 15,683 237 0 0 60 15,860
　施設利用者へのサービス向上や駅前の賑わい創出、施設の有効利用や効率的な管理・運営を目的として、平成21年度より指定
管理者に管理・運営を委託しています。
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３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）

No 款 所管課
新規
の別 事業名

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比較増減
国県

支出金
地方債 その他 事業内容

当初予算の財源内訳

特定財源当初予算編成経過

一般
財源

160 土木費
都市整備
課

●
都市再生整備計画事業
費

67,400 18,600 48,800 24,800 29,600 0 13,000

　宝積寺駅周辺の定住と交流を促進する暮らしやすく魅力あるまちづくりのため、道路、公園、駐輪場の整備を行います。
（道路）　■工事延長：200ｍ　■工事場所：宝積寺地内　（駐輪場）■工事内容：屋根及び電気設備設置
　　　　　■実施時期：令和２年７月から令和３年３月　           ■工事場所：宝積寺駅東第１駐輪場
（公園）　■基本詳細設計業務　　　　　　　　　　　　　　　　　 ■実施時期：令和２年７月から令和２年12月
　
　

161 土木費
都市整備
課

民間住宅耐震診断事業
費

248 1,128 △ 880 176 0 0 72
　昭和56年５月31日以前に建築された木造二階建て以下の一戸建て住宅で、在来軸組工法により建築された賃貸を目的としない
住宅に対し、耐震診断に要した費用の一部を補助します。（１住宅１回のみ）

162 土木費
都市整備
課

民間住宅耐震改修事業
費

11,100 8,900 2,200 8,350 0 0 2,750
　民間住宅耐震診断事業の診断結果に基づいて実施した耐震改修の費用（耐震補償設計費を含み、耐震補強の対象とならない工
事費用を除く）もしくは耐震建替の費用の一部を補助します。（１住宅１回のみ）

163 土木費
都市整備
課

☆
空き家バンクシステム
事業費

264 300 △ 36 0 0 0 264
　空き家バンクシステム（ウェブサイト）を運用しながら、空き家を売りたい、貸したい人（所有者）と空き家を買いたい、借
りたい人（利用者）のマッチングを行います。

164 消防費
地域安全
課

◎
●

ハザードマップ更新事
業費

3,366 0 3,366 0 0 0 3,366
　県が公表する五行川の浸水想定区域図や、町が公表する防災重点ため池の浸水想定区域図等を反映させた最新のデータに基づ
き、ハザードマップを更新します。防災意識・知識の向上を図るため、更新後のマップを全戸配布します。

165 消防費
地域安全
課

〇 防災拠点施設整備費 6,698 1,779 4,919 0 0 0 6,698
　防災拠点の非常用食糧を計画的に更新します。また、防災無線の内容を案内するテレフォンサービスや、迅速に情報を伝達す
る防災メールシステムを運用します。

166 消防費
地域安全
課

●
自主防災組織育成事業
費

1,810 1,805 5 750 0 0 1,060
　自主防災組織のリーダーとなる人材育成と地域防災力向上のため、住民による防災士資格取得のための講座受講料補助と、自
主防災組織が活動するために必要な資機材の購入費を補助します。

167 消防費
地域安全
課

〇
●

防災無線デジタル化事
業費

279,004 277,200 1,804 0 278,800 0 204

　アナログの防災無線をデジタル化する工事です。子局スピーカー（町内57ヶ所）による情報伝達のほか、役場、町内施設及び
避難所をネットワークで接続することで、役場と各避難所の通話を可能にします。また、スピーカ放送、メール、インターネッ
ト、スマートフォンの防災情報確認アプリ等の多種多様なコンテンツを活用することにより、迅速かつ的確な情報伝達の強化を
行います。

168 教育費
学校教育
課

〇 ＡＬＴ事業費 24,734 19,626 5,108 0 0 0 24,734
　小中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）を５名（小学校２名、中学校３名）配置するほか、令和２年度から、小学校にＪＴＥ
（日本人英語指導者）を２名配置して、ヒアリングをはじめとする外国語能力の向上や国際理解教育の推進を図ります。

169 教育費
学校教育
課

マイチャレンジ推進事
業費

128 128 0 0 0 0 128

　若者の職業意識が希薄になっている状況の中で、早い時期から働くことの大切さや、将来自分の仕事を持つという意識を育成
するために、町内の企業等に職場体験活動を行うための支援をします。
　■対象学年：中学２年生
　■実施時期：10月上旬（北高根沢中学校）
　　　　　　　11月中旬（阿久津中学校）
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３　一般会計政策経費説明書

※新規の別：新規◎、一部新規〇、空欄継続、☆第２期総合戦略、●重点施策10項目

（単位：千円）

No 款 所管課
新規
の別 事業名

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比較増減
国県

支出金
地方債 その他 事業内容

当初予算の財源内訳

特定財源当初予算編成経過

一般
財源

170 教育費
学校教育
課

夢の教室開催事業費 1,100 1,080 20 0 0 0 1,100
　（財）日本サッカー協会による「夢の教室」を開催し、「夢を持つことの大切さ」、「仲間と協力することの大切さ」などを
講義と実技を通じて子どもたちに伝えます。
　■対象学年：小学５年生（時間：90分）

171 教育費
学校教育
課

小中学校文化スポーツ
奨励事業費

6,300 4,000 2,300 0 0 0 6,300
　児童生徒のさらなる文化・スポーツの振興を図るため、様々な文化スポーツ大会において、県を代表して関東・全国大会へ出
場する場合に、その経費の一部を支援します。

172 教育費
学校教育
課

学力向上支援事業費 9,162 8,795 367 0 0 0 9,162
　教員が免許外の教科を指導しなければならない状況の是正を図るため、また、生徒の実態に応じた指導体制及び指導方法の工
夫・改善を図るため、状況に応じて非常勤講師を配置します。
　■配置内容：阿久津中学校・北高根沢中学校に各２名配置

173 教育費
学校教育
課

個別の支援教室事業費 16,031 15,216 815 0 0 0 16,031
　個別の支援教室を設置して、取り出しによる学習支援や小集団でのソーシャルスキルトレーニングを行い、児童への個別支援
の充実を図るため、非常勤講師・助手を配置します。
　■配置内容：阿久津小学校に２名、ほか小学校５校に各１名配置

174 教育費
学校教育
課

教育支援充実事業費 27,419 26,163 1,256 0 0 0 27,419
　特別支援学級を含む指導困難な状況が見られる学級におけるティーム・ティーチング等による指導及び支援を行うため、各学
校の状況に応じて学校支援員を配置します。
　■配置内容：特別支援学級（小中学校５名）、配慮児童・生徒支援（小中学校８名）

175 教育費
学校教育
課

ひよこの家運営事業費 14,126 13,054 1,072 0 0 0 14,126
　心や環境など様々な課題を抱え学校に行くことができない子どもたちに対し、田園に囲まれた民家を借り上げた「フリース
ペースひよこの家」で、特性に応じた適切な個別指導を行い、自立性や社会性など豊かな人間性を育むための支援を行います。

176 教育費
学校教育
課

スクールカウンセ
ラー・スクールソー
シャルワーカー活用事
業費

9,258 8,364 894 0 0 0 9,258
　専門的知識を有するスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを配置し、様々な悩みや課題を抱えた子どもたち
や保護者に対する相談・支援を行います。
　■配置内容：スクールカウンセラー２名、スクールソーシャルワーカー１名

177 教育費
学校教育
課

スクールバス運行事業
費

42,209 41,000 1,209 0 0 0 42,209 　遠距離通学児童を支援するため、民間運行業者にスクールバスの送迎を委託します。（全小学校で実施）

178 教育費
学校教育
課

小中学校施設修繕・改
修事業費

11,580 11,980 △ 400 0 0 0 11,580
　小中学校の施設のうち、児童生徒が安全に学校生活を送るために早急に対処すべき箇所を修繕・改修して、学校施設の維持管
理に努めます。

179 教育費
学校教育
課

いじめ・不登校予防対
策事業費

2,025 2,024 1 0 0 0 2,025
　学校生活における児童生徒の意欲や満足度、学級集団の状態を測定することができる調査を、すべての小中学校の児童生徒に
対して実施し、調査結果を、いじめの早期発見、不登校予防など、児童生徒の問題行動対策に活用します。

180 教育費
学校教育
課

◎
学校施設等長寿命化計
画策定事業費

12,282 0 12,282 0 0 0 12,282 　学校施設の維持管理・更新等を計画的に実施するため、個別施設毎に具体的な対応方針を定める計画を策定します。

181 教育費
学校教育
課

〇
●

ICT教育推進事業費 33,513 32,362 1,151 0 0 0 33,513

　ＩＣＴ機器を活用した情報教育を推進するため、小中学校にタブレットパソコンや電子黒板等の機器を導入し、学力向上を図
ります。
　令和２年度にタブレット端末を増備する予定でしたが、小中学校での「パソコン１人１台」体制に向けた国の財源措置の方向
性が示されたため、予算計上を見送り、国の補助を活用した整備を行います。

182 教育費
学校教育
課

小中学校防犯カメラ設
置事業

2,683 2,162 521 0 0 0 2,683
　すべての小中学校に防犯カメラ（小学校６校に各４台、中学校２校に各５台）を設置し、児童生徒の安全・安心を確保しま
す。

183 教育費
学校教育
課

運動能力向上事業費 400 400 0 0 0 0 400 　児童の健康な体づくりと運動能力向上のため、外部専門指導者のプログラムを取り入れた「BOKSプログラム」を実施します。

184 教育費
学校教育
課

学習支援事業費 1,641 1,570 71 0 0 0 1,641 　不登校児童生徒の学びの機会を確保するため、家庭を訪問し、学習支援や進路に関する相談等を実施します。

185 教育費
学校教育
課

小学校児童就学援助費 5,913 6,187 △ 274 11 0 0 5,902
　小学生のいる経済的に困っている家庭に対し、児童がのびのびと学校生活を送れるように学校教育に必要な費用（学校給食
費・学用品等）の一部を援助します。

186 教育費
学校教育
課

小学校特別支援教育就
学奨励費

605 622 △ 17 154 0 0 451
　小学校の特別支援学級に通う児童のいる家庭に対し、その負担能力に応じて学校教育に必要な費用（学校給食費・学用品等）
の一部を援助します。
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187 教育費
学校教育
課

中学校生徒就学援助費 6,399 4,681 1,718 29 0 0 6,370
　中学生のいる経済的に困っている家庭に対し、生徒がのびのびと学校生活を送れるように、学校教育に必要な費用（学校給食
費・学用品等）の一部を援助します。

188 教育費
学校教育
課

中学校特別支援教育就
学奨励費

1,005 1,370 △ 365 294 0 0 711
　中学校の特別支援学級に通う生徒のいる家庭に対し、その負担能力に応じて学校教育に必要な費用（学校給食費・学用品等）
の一部を援助します。

189 教育費
こどもみ
らい課

幼稚園運営費補助金				 220 67,298 △ 67,078 0 0 0 220
　町内の私立幼稚園で実施する健康診断事業に対し、その費用の一部を補助します。幼児教育・保育無償化に伴い前年度より減
額となりました。

190 教育費
こどもみ
らい課

一時預かり事業費 740 740 0 492 0 0 248
　認定こども園等に通う園児の教育時間後や保護者の迎えが遅くなるとき、夏休み等の長期休暇などの預かり保育を行う際にか
かる費用の一部を補助します。

191 教育費
こどもみ
らい課

◎ 幼稚園補足給付事業費 2,700 0 2,700 1,800 0 0 900
　新制度に移行していない幼稚園を利用する年収360万円未満の世帯の子どもと、小学３年生以下を基準とした第三子以降の子ど
もにかかる副食費の一部を補助します。

192 教育費
学校教育
課

西小学校改修事業費 108,043 187,800 △ 79,757 38,094 58,900 0 11,049 　西小学校校舎の外壁やトイレ、窓ガラス飛散防止等の大規模改修を行います。

193 教育費
学校教育
課

●
東小学校校舎解体事業
費

285,600 117,000 168,600 0 253,000 30,000 2,600
　旧東小学校の校舎、体育館、プールの解体工事を行います。令和元年度に実施予定でしたが、外壁等にアスベストが含まれて
いることが判明したため、工事を令和２年度に変更しました。

194 教育費
生涯学習
課

青少年対象体験活動支
援事業費

820 943 △ 123 0 0 10 810
　人間性豊かな青少年を育てるため、文化・スポーツ体験や自然体験、物づくり体験、科学体験の講座や教室を開催し、子ども
たちが体験を通して様々な学習への興味を持つ心を育みます。

195 教育費
生涯学習
課

小山文化スポーツ振興
事業費

3,000 3,000 0 0 0 3,000 0
　名誉町民である故小山正夫様からの寄附により創設された「小山文化スポーツ振興基金」を活用し、青少年の健全な育成を図
るための事業を実施している町内の個人や団体に事業費の助成を行います。

196 教育費
生涯学習
課

成人式典費 792 789 3 0 0 0 792 　新成人を対象とした公募による実行委員会を組織し、新成人者の手による成人式を開催します。

197 教育費
生涯学習
課

中学生海外派遣事業費 6,000 6,000 0 0 0 6,000 0
　本町の次世代を担う中学生を海外に派遣し、その国の伝統及び自然・文化等に接し、人々と交流することをとおして相互理解
を深め、国際感覚を持つ心豊かな子どもの育成を図ります。

198 教育費
生涯学習
課

体験・交流活動事業費 841 841 0 0 0 310 531
　より良く健康で明るい生活を送るため、各年代に合った講座や、現代社会における課題に対応した学習の場を提供します。ま
た、ボランティア団体と連携するなど、地域教育力の向上に努めます。

199 教育費
生涯学習
課

松谷正光ドリーム事業
費

3,518 3,518 0 0 0 3,503 15
　名誉町民である松谷正光様からの寄附により創設された「松谷正光ドリーム基金」を活用し、海外で活躍を希望する人材への
助成を行います。
　また、子どもたちを対象とした「命の大切さ」や「生きる喜び」に関する講演会として、「夢見る授業」を開催します。

200 教育費
生涯学習
課

☆ 男女共同参画事業費 214 215 △ 1 0 0 0 214 　女性の活躍を推進するため、各年代に合った講座や研修などの開催や、啓発を行います。

201 教育費
生涯学習
課

☆ 結婚活動推進事業費 1,426 1,088 338 0 0 0 1,426
　県内において高い水準にある本町の婚姻率の維持・向上のため、未婚者を対象とした出会いの場づくりをするために、従来よ
り実施回数を増やし、町への定住につなぐきっかけづくりを行います。

202 教育費
生涯学習
課

社会教育施設修繕・改
修事業費

5,000 5,000 0 0 0 0 5,000
　町内の社会教育施設は、建築後20年以上経過した施設が多く、老朽化のために劣化が著しい状態にあります。施設としての機
能を保つために早急に対処すべき箇所を修繕・改修して、社会教育施設の維持管理に努めます。

203 教育費
生涯学習
課

地域文化活動支援事業
費

2,871 1,686 1,185 0 0 0 2,871
　各年代に合った講座や体験教室を開催し、文化・芸術活動を行う各種団体の育成支援や教室等の情報提供を行います。また、
歴史民俗資料館において、地域の文化遺産などの紹介や町ゆかりの芸術家の顕彰など、地域活性化に結びつく企画展を開催しま
す。

204 教育費
生涯学習
課

郷土資源・文化財活用
事業費

340 439 △ 99 0 0 0 340
　幅広い年代の方々に本町の歴史に触れ合っていただくため、歴史民俗資料館を充実させるとともに、町指定文化財の維持管理
や保存のための補助金を交付し、文化財の保護と活用の推進を図ります。

205 教育費
生涯学習
課

町民ホール事業費 3,473 4,215 △ 742 0 0 1,650 1,823
　人と人とのつながりを深め、心豊かな社会を形成するために、町民ホール事業として多様な催し物を開催します。また、町民
の皆さんが行う文化芸術活動を推進するため、公演や展示等の支援を行います。
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206 教育費
生涯学習
課

図書館指定管理委託事
業費

128,062 126,898 1,164 0 0 540 127,522

　高根沢町図書館・公民館、仁井田ふれあい広場（図書館仁井田分館・仁井田体育館・仁井田地区コミュニティセンター）、図
書館上高根沢分館及び上高根沢地区コミュニティセンターに指定管理者制度を導入し、平成22年度から指定管理者による施設の
管理運営を行っています。民間のノウハウを活用することで、利用者へのサービスの向上と運営の効率化を図ります。
　■町民１人あたりの貸出件数（H30年度）：12.34冊 ＊県内１位

207 教育費
生涯学習
課

図書館施設修繕・改修
事業費

18,689 60,736 △ 42,047 0 0 0 18,689
　図書館中央館の空気調和機等の改修工事を実施します。
　■実施時期：令和２年６月から令和３年７月まで

208 教育費
生涯学習
課

スポーツ教室・講座開
催事業費

263 183 80 0 0 0 263
　スポーツに親しみ、体を動かすきっかけづくりとなるよう、ニュースポーツ（ペタンク等）を取り入れたスポーツ教室・講座
を開催するとともに、各種団体が実施している教室等の情報提供を行います。

209 教育費
生涯学習
課

スポーツイベント開催
事業費

502 503 △ 1 0 0 0 502
　地域の皆さんの仲間づくり・体力づくりを目的に、誰もが気軽に参加でき、みんなで楽しめるスポーツイベント（公民館対抗
球技大会、スポーツレクリエーション大会、ゴルフ大会）を開催します。

210 教育費
生涯学習
課

元気あっぷハーフマラ
ソン大会事業費

2,500 2,225 275 0 0 0 2,500
　健康増進と体力向上を目指し、元気あっぷハーフマラソン大会兼長距離走大会を開催します。この大会は、日本陸連公認コー
スとして県内外からの参加者も多く、全国規模の大会として定着しています。
　■実施時期：令和３年１月

211 教育費
生涯学習
課

たかねざわスポーツ
フェスタ事業費

2,000 1,940 60 1,000 0 0 1,000
　町民の皆さんが気軽に参加できるスポーツイベント「たかねざわ　スポーツフェスタ」を開催することにより、スポーツへの
関心を高め、スポーツに親しむ契機とするとともに健康増進と相互のコミュニケーションを推進します。

212 教育費
生涯学習
課

◎
石末運動場トイレ改修
事業費

4,840 0 4,840 0 0 0 4,840 　石末運動場の老朽化したトイレを改修し、男女兼用から男女別のトイレに更新します。

213 教育費
生涯学習
課

◎
町民広場陸上競技場改
修事業費

138,000 0 138,000 0 73,000 0 65,000
　2022年のとちぎ国体開催へ向けて、会場となる陸上競技場の天然芝を張り替えるとともに、高さを調整し暗渠排水を施すこと
でより使いやすい施設に改修します。

214 教育費
学校教育
課

学校給食町内産利用拡
大事業費

120,380 121,275 △ 895 0 0 118,573 1,807
　学校給食において、美味しさと栄養を確保できる地元農産物を使用することで、子どもたちに食文化を伝えます。また、食育
の一環として、給食時間に栄養教諭・学校栄養職員が、直接クラスで食の指導を実施します。
　■費用内訳：給食費　小学校：4,200円/月、中学校：5,000円/月

215 教育費
学校教育
課

食育推進事業費 378 380 △ 2 0 0 32 346
　小中学校の食育を推進するため、「生産者、提供者とのふれあい給食」、「お弁当づくり教室」、「お弁当の日」を実施し
て、児童生徒が食に対する感謝の気持ちを育めるよう、取り組みます。
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